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〇
法
務
省
告
示
第
三
百
七
十
五
号

左
記
の
者
の
申
請
に
係
る
日
本
国
に
帰
化
の
件
は
、
こ

れ
を
許
可
す
る
。

平
成
二
十
五
年
十
月
十
日

法
務
大
臣

谷
垣

禎
一

住
所
岡
山
市
中
区
竹
田
2
9
2番
地
1
2

ヨ
シ
コ
・
ハ
セ
ガ
ワ
昭
和
3
4年

1
1月

2
4日
生

住
所
岡
山
県
瀬
戸
内
市
邑
久
町
北
島
1
2
7
1番
地
１

ヒ
ロ
コ
・
ハ
セ
ガ
ワ
昭
和
3
6年

1
0月
５
日
生

住
所
兵
庫
県
川
西
市
南
花
屋
敷
２
丁
目
１
番
2
8号

金
成
旭
昭
和
1
8年
８
月
2
7日
生

住
所
茨
城
県
日
立
市
城
南
町
５
丁
目
４
番
１
`
3
0
5号

メ
リ
ー
・
ジ
ェ
ン
・
サ
ラ
ザ
ル
・
カ
ト
ウ
昭
和
4
7年

５
月
１
日
生

住
所
大
阪
府
八
尾
市
中
田
３
丁
目
5
4番
地
1
7

崔
有
富
昭
和
4
4年
４
月
1
1日
生

崔
長
輝
平
成
1
1年
３
月
2
8日
生

住
所
京
都
市
左
京
区
岩
倉
幡
枝
町
1
2
3
1番
地

崔
長
旭
平
成
５
年
６
月
2
5日
生

住
所
東
京
都
渋
谷
区
西
原
３
丁
目
3
8番
７
号

ヴ
ィ
ク
リ
サ
・
ア
ラ
ー
ニ
ョ
平
成
元
年
６
月
４
日
生

〇
法
務
省
告
示
第
三
百
七
十
四
号

さ
い
た
ま
市
浦
和
区
役
所
保
存
の
次
の
原
戸
籍
の
一
部

が
滅
失
し
た
た
め
、こ
れ
を
再
製
す
る
必
要
が
あ
る
か
ら
、

次
に
掲
げ
る
者
は
、
平
成
二
十
五
年
十
一
月
十
一
日
ま
で

に
、
同
区
長
に
対
し
て
、
次
の
手
続
を
し
て
く
だ
さ
い
。

一

当
該
原
戸
籍
に
関
係
の
あ
る
戸
籍
の
届
出
、
報
告
、

申
請
、
請
求
若
し
く
は
嘱
託
を
し
、
又
は
戸
籍
に
記
載

を
要
す
る
書
類
を
提
出
し
た
者
は
、
そ
の
事
項
を
更
に

申
し
出
る
こ
と
。

二

前
項
に
掲
げ
る
原
戸
籍
の
謄
本
、
抄
本
又
は
原
戸
籍

に
記
載
し
た
事
項
に
関
す
る
証
明
書
の
交
付
を
受
け
て

現
に
所
持
す
る
者
は
、
こ
れ
を
提
示
す
る
こ
と
。

注

意

一

申
出
は
、
口
頭
で
も
差
し
支
え
な
い
。

二

申
出
の
手
続
に
つ
い
て
分
か
ら
な
い
こ
と
が
あ
れ

ば
、
浦
和
区
役
所
又
は
さ
い
た
ま
地
方
法
務
局
に
照
会

す
る
こ
と
。

平
成
二
十
五
年
十
月
十
日

法
務
大
臣

谷
垣

禎
一

埼
玉
県
浦
和
市
大
字
大
谷
場
六
百
五
十
一
番
地小

池

u
三

〔
告

示
〕

〇
原
戸
籍
の
一
部
が
滅
失
し
た
件

（
法
務
三
七
四
）

J

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
同
三
七
五
）

〇
外
交
又
は
公
用
の
旅
券
の
所
持
者
に
対
す

る
査
証
の
相
互
免
除
に
関
す
る
日
本
国
政

府
と
ブ
ラ
ジ
ル
連
邦
共
和
国
政
府
と
の
間

の
書
簡
の
交
換
に
関
す
る
件

（
外
務
三
一
四
）

K

〇
政
府
資
金
調
達
事
務
取
扱
規
則
第
五
条
第

十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
政
府

短
期
証
券
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
財
務
三
二
三
〜
三
二
六
、
三
二
九
〜
三

三
一
）

L

〇
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
五
条
第

十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
割
引

短
期
国
債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
同
三
二
七
）

N

〇
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
七
条
第

三
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
割
引
短

期
国
債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
同
三
二
八
）

O

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁犯

罪
被
害
財
産
支
給
手
続
終
了
決
定
、
北

上
川
沿
岸
中
田
地
区
土
地
改
良
区
役
員
の

退
任
及
び
就
任
、
建
設
業
の
許
可
の
取
消

処
分
、
無
縁
墳
墓
等
改
葬
関
係

J
I

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
農
林
水
産
二
六
一
二
）

Q

〇
特
定
土
地
区
画
整
理
事
業
の
事
業
計
画
の

変
更
に
つ
い
て
関
係
図
書
を
縦
覧
に
供
す

る
件
（
国
土
交
通
一
〇
〇
九
）

Q

〇
航
路
標
識
に
関
す
る
件

（
海
上
保
安
庁
一
九
一
、
一
九
二
）

〇
水
路
測
量
の
実
施
に
関
す
る
件

（
同
一
九
三
）

〇
建
築
基
準
法
の
規
定
に
基
づ
く
指
定
確
認

検
査
機
関
の
業
務
を
行
う
事
務
所
の
所
在

地
を
変
更
し
た
件

（
関
東
地
方
整
備
局
四
二
七
）

〇
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
よ
り
登
録
住
宅
性
能
評
価
機

関
の
登
録
内
容
を
変
更
し
た
件

（
同
四
二
八
）

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件
（
同
四
二
九
）

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
近
畿
地
方
整
備
局
二
一
三
）

R

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
海
道
開
発
局
一
〇
九
、
一
一
〇
）

〔
国
会
事
項
〕

R

〔
人
事
異
動
〕

金
融
庁
・
財
務
省
・
農
林
水
産
省

財
務
省

財
務
省
・
農
林
水
産
省

農
林
水
産
省

最
高
裁
判
所

R

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
破
産
、免
責
、

特
別
清
算
、
再
生
関
係

J
K

特
殊
法
人
等

厚
生
年
金
基
金
解
散
・
清
算
人
就
任
関
係

L
I

会
社
そ
の
他

˜
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